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世代会計の地方財政への応用

吉田　浩＊

  我が国において高齢社会の到来は，重要かつ現実的な問題の一つである。ここでは，高

齢社会と公的部門財政，特に地方財政に焦点を当てて検討を行う。人口構造の変化をベー

スにした世代会計の手法を援用して地方財政を考える理由は以下の２点である。

(１)　我が国の公的部門は垂直的には，中央政府（国）と地方政府（都道府県，市町村）

に分けられる。このような状況の下で，人口構造の高齢化が財政に及ぼす影響は，中央政

府と地方政府では全く同様であるとは限らない。そこで本研究では，これを財政の垂直的

問題と呼ぶことにし，同様の人口構造変化の仮定の下で，中央政府，地方政府及び社会保

障基金でそれぞれどのような歳入・歳出の変化が予想されるのか，地方財政を中心に検討

する。

(２)　垂直的問題の観点では，地方政府は一つとして扱われる。しかし，今後の人口推移

は都道府県別，地方自治体の規模別に異なったシナリオを持っており，その結果として高

齢化の最終的水準と時間的タイミングも異なると考えられる。すなわち，同じ地方財政で

も一律に横並びではないということである。この問題は財政の水平的問題と呼ぶことがで

きる。

  本稿では，この地方財政に係わる問題のうち，垂直的問題について検討を行うものとす

る。

  世代会計の原義からすると，「財政赤字」を政策的に議論するために本当に重要な指標

は，各個人のライフタイムでの純移転額であり，財政収支自体はナンセンスな指標である

ということになる。しかし，財政当局の政策遂行上，人口構造の高齢化が各年の資金収支

に及ぼす影響を知っておくのは無意味なことではなく，また将来世代の負担を知るために

もマクロでの財政赤字額を知っておく必要がある。

  本研究で得られた幾つかの結果は以下の通りとなる。

(１)　高齢化の影響は地方政府より中央政府の方が大きい。これは，中央政府は歳出に，

高齢化の影響を強く受ける社会保障基金への移転が占める割合が地方政府よりも高いこ

と，逆に若年人口の減少によって歳出が減少する可能性のある教育費の占めるウェイトが

小さいことがあげられる。

(２)　社会保障基金は，年金改革のプランが順調に実行されれば，年金部門での会計的な

破綻の危機は避けられる。一方，医療保険部門は資金不足が予想される，このため保険料

引き上げか，中央政府や地方政府からの移転（繰入れ）が必要となる。

(３)　地方政府は当面は，高齢化の影響はマイルドであるが，中央政府から移転（地方交
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Ⅰ．はじめに

付税等）を受けているので，地方政府は中央政府の収支動向と全く無縁とは言えない。ま

た，2035年以降では地方政府も資金不足が懸念される。

(４）　消費税の５％化は（これと引き換えの減税がなければ）中央政府の収支を今後10年

ほど改善する。ただし，新ゴールドプランをさらに充実させ継続させるためには，新たな

財源が必要になる。いっぽう，消費税５％化により地方政府は地方消費贈与税が廃止され

ることとなるが，ネットの減収は小さい。

(５)　一つの試算として，今後の中央政府の諸政策をまかない，資金不足が生じないよう

に消費税率を引き上げると地方消費税も含んだグロスの税率は最高で10％程度となる。こ

の場合，自動的に地方消費税も税収が伸びるため，地方政府の資金収支を20年前後改善す

る。

Ⅰ－１　問題の所在

  我が国において高齢社会の到来は，重要かつ

現実的な問題の一つである。この問題に応える

ため，貯蓄，投資，経済成長，介護等様々な分

野での研究がなされている。その中でここで

は，高齢社会と公的部門財政，特に地方財政に

焦点を当てて検討を行う。人口構造の変化を

ベースにした世代会計を使って地方財政を考え

る理由は以下の２点である。

の移転があるからである。そこで本研究では，

これを高齢化財政の垂直的問題と呼ぶことに

し，同様の人口構造変化の仮定の下で，中央政

府，地方政府及び社会保障基金でそれぞれどの

ような歳入・歳出の変化が予想されるのか，地

方財政を中心に検討する。

Ⅰ－２　高齢化財政の垂直的問題

  現在，我が国の公的部門は垂直的には，中央

政府（国）と地方政府（都道府県，市町村）に

分けられる。いっぽう人口構造の高齢化は，社

会保障費をはじめとした高齢化関連歳出を増や

すと同時に，直接税を中心とした税収の減少を

もたらす。これは，現行の租税制度が勤労所得

税中心主義の課税となっているためであり，若

年労働力の減少の影響を強く受けることによる。

  ところで，このような人口構造が財政に及ぼ

す影響は，中央政府と地方政府では全く同様で

あるとは限らない。なぜならば後で見るよう

に，中央政府と地方政府では歳入・歳出構造に

違いがあり，かつまた中央─地方政府間で財源

Ⅰ－３　高齢化財政の水平的問題

  上に述べた垂直的問題の観点では，地方政府

は中央政府と対時的に存在し，地方政府全体は

一つとして扱われる。しかし，今後の人口推移

は都道府県別，地方自治体の規模別に異なった

シナリオを持っており，その結果として高齢化

の最終的水準と時間的タイミングも異なると考

えられる。ここでは，この問題を高齢化財政の

水平的問題と呼ぶこととする。特に問題となる

のは，東京圏大阪圏名古屋圏など現在は比

較的人口構造が若いと考えられている地域のお

ける高齢化のスピードが急速であるということ

である。

  本稿では，この地方財政に係わる問題のう

ち，垂直的問題について検討を行うものとする。
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Ⅱ．地方財政に影響を及ぼすもの

Ⅱ－１　歳人面に影響を及ぼすファクター

  本研究では，一定の仮定の下に，将来の財政

当局の状況を推計するものであるが，その前提

として，地方財政の収支に影響を及ぼすと考え

られるファクターについて簡単に確認しておく。

  市町村の財政構造に影響を及ぼすものとし

て，まず歳入面（＝税収面）では，住民税収に

影響を及ぼす当該地域の所得，人口構造があげ

られる。地域の所得は，地域の産業構造，地域

開発政策や大きくは国全体の経済成長の影響も

受けるであろう。一方，人口構造は自然増減と

社会増減に分けられるが，自然増減は，当該地

域の出生率，死亡率によって規定される。また

人口の流出入による社会増減の部分は，地域の

所得や地価にも影響を受ける。

  このほか，所得や人口構造のファクターを一

定にしても，税制の変更，中央政府からの財源

の移転等の財政制度の変化によっても歳入は影

響を受ける。1

Ⅱ－２　歳出面に影響を及ぼすファクター

  一方，歳出面で大きな影響を持っているの

は，人口規模と人口構造である。人口の急激な

増大は，様々な都市基盤整備のための歳出を増

やすことが考えられる。また人口構造の高齢化

は，歳出のうち社会保障関係費や老人福祉費の

増大をもたらす。また，地域所得の減少が大き

い場合には，商工費を中心とした地域の産業振

興のための歳出が増加することも考えられる。

Ⅱ－３　本稿で取り上げるファクター

  本研究では，上にあげた様々なファクターの

うち，人口構造の変化に焦点を当てて，その影

響を調べるものである。従って，その他のファ

クターについては，原則として現在の状態のま

まであることが仮定されている。その意味で，

本研究の結果は将来の財政支出の具体的な金額

を予想するものではなく，人口構造がもたらす

影響を取り出して調べるものである。また，こ

こでは人口構造は外生的に与えられるものとす

る。

１  より厳密には，財政制度を変化させることで，当該地域の住民の税引後の純所得や租税の資本化のメカニズ

   ムを通じて地価を変化させ，波及的に住民の流出入に影響を及ぼすと考えられるが，ここでは人口移動は

   これらの要件とは独立して決まるとした。
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Ⅲ．世代会計のアプローチ

Ⅲ－１　世代会計の方法

  本研究では「世代会計」の方法をベースにし

て将来の財政収支を算出している。以下では簡

単にこの「世代会計」の方法を説明し，その意

義について解説する。

  世代会計はＡ.Ｊ.ＡuerbachおよびＬ.Ｊ.Ｋotolik-
o f fらによって提唱された，財政赤字の新しい
計測法である２。世代会計は基本的には以下の

ような方法によって，将来の財政収支と隠れた

財政赤字を計測する。

  個人と政府との間には様々な名目の下，多様

な資金がやりとりされている。そこで，まず，

年齢階級別に税や社会保険料など政府に支払う

すべての資金をカウントする。同様に，年金受

給や医療保険の受給など政府からのすべての受

給をカウントする。このようにして，ある年度

での年齢階級別の対政府での純負担を計測する。

このとき，米国では個人に関する詳細なデー

タがあるが，我が国では『家計調査』や『全国

消費実態調査』等の資料を積み上げて計算する

ことになる。この場合，その積み上げ結果は政

府の総収入とはマッチしない。なぜならば，政

府に対する負担は，勤労所得税や社会保険料な

ど直接かつ個人も明示的に意識できる形での負

担のほかに，消費税や法人税，社会保険料の雇

2  我が国のおいては「世代」会計の呼称のもとに，世代間の純負担の計測の面が強調されがちである。これは
   近年，我が国においては財政赤字の議論よりも，公的年金を中心とした世代間の所得移転の問題がクロー
   ズアップされてきたためであろう。

図１　財政収支に影響を及ぼすファクター
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用主負担分など個人のレベルではその金額を明

示的にカウントすることのできない項目が存在

するからである。従ってこれらの項目について

は，我が国では上記の資料からは得ることがで

きない。しかし，これらの項目も，間接的であ

るにせよ最終的に誰かが支払っているという意

味では負担である。

図２　政府と個人とのやり取り

  そこで，このようなインプリシットな負担も

抜け落ちないように，政府の歳入でその総額を

確定することにする。具体的には，より包括的

な統計として『国民経済計算（ＳＮＡ）』の一般

政府の所得支出勘定を使用する。そしてその各

項目を，以下に述べるようなルールの下に年齢

階級別の個人（本研究では世帯）に割り振る作

業を行うことになる。この方法によれば，直接

・間接の負担をすべて捕捉し，かつこれを年齢

階級別に帰属しつくすことができる。

  総負担（政府の総受取）を年齢階級別に按分

する場合に，勤労所得税など個人ベースでもそ

の金額がわかっているものについては，総額を

『家計調査』や『全国消費実態調査』の勤労所

得税の年齢階級別の負担の分布で按分できる。

これに対して，間接税や法人税などのように政

府の受取にはその項目があるが，個人の統計に

は該当項目がない場合については，その負担の

分布を近似するような項目の分布で割り振るこ

ととなる。

  ここでは，原則として平成５（1993）年の

『家計調査』の勤労者世帯の納税，消費支出額

等の数値を基準に，分布の形状を作成している。

ただし，金融および住宅土地資産の保有残高の

包括的なデータは『家計調査』および『貯蓄動

向調査』からは得られないので，平成元年（19

89）年の『全国消費実態調査』の全世帯の分布

の形状のみを採用した。また，医療保険に基づ

く現物給付はいずれの資料からも得られないの

で，平成２（1990）年『所得再分配調査』（厚生

省）の医療保険現物給付の分布の形状を採用し

た３。
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Ⅲ－２　世代間の負担の帰着

  上記の方法により，平成５年度の年齢階級別

の政府に対する支払（負担）と受取（受給）お

よび差し引きの純受給が計算できる。ただし，

この結果は平成５年度「一年限り」の支払及び

受取額であるので，特定の年齢階級が支払超過

であるとか受取超過であると結論できるわけで

はない。このことを議論するためには，高齢者

の過去の拠出等も計算に含めた生涯での支払と

受取の計測が必要である。しかし，今後の財政

収支のみを検討するのであればこの資料で十分

である。

図３　年齢階級別単年度の負担分布（一般政府全体）

Ⅲ－３　財政収支の予測

去の負担や需給を計測の対象として含まず，

fo rward  look ingの観点から計測されているの
はこのためである。すなわち将来の財政収支

は，今時点以降のデータのみを問題とすればよ

いのである。もちろん，彼らは単なる財政収支

を問題としたのではない。むしろ毎年の財政収

３   この推計方法については吉田［1995b］参照。

  しかし，生まれ年によって政府に対する生涯

の純負担がどれほどになっているかについて

は，公平性の観点から別途重要な問題である。

これに関する米国での研究としては，Ｆullerton

and Ｒogers[1993]において取り扱われている。

また我が国における，この問題についての検討

は，平成７年『経済白書』や吉田［1995b］を参

照されたい。

  また，世代間の生涯での純負担の差異の問題

と同様に，地方財政の見地からすれば，地域間

の負担の帰着についても議論をすることができ

る。この問題も地方財政の水平的問題の一つと

して重要なイシューである。

　Ａue rb achおよびＫo to l i ko f fが世代家計の手
法によって焦点を当てたかったのは，この将来

の財政収支に関する新しいアプローチである。

ＡuerbachおよびＫotolikoffの当初の研究で，過
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４  『国民経済計算』の付表６は，一般政府の内訳部門別（中央政府，地方政府，社会保障基金）の所得支出勘

   定及び資本調達勘定の総括表である。一般政府全体としての両勘定は，制度部門勘定として計上されてい

   るが，当勘定は，一般政府をその性格及び果たす役割などに従って，中央政府（全ての省庁，事務所などの

   組織で中央政府の手足となる部門で構成されているもの），地方政府（都道府県などの地方自治体などの手

   足となる部門で構成されているもの），社会保障基金（社会全体ないし社会の多くの部分を対象に社会保障

   給付を行うために公的機関によって加入が強制され，支配され，あるいは資金供給を受けている，国の社会

   保険特別会計，共済組合，国民年金基金など）の３部門に分割し，それぞれの部門の経常取引及び資本取引

   をみることにより，政府部門の国民経済に果たしている役割を詳細に把握するための取引表である。

支よりも，それによって個人が生涯で政府に対

していくら支払うが問題であることを主張して

いる。

  しかしここでは，財政当局の運営上の現実的

な問題として，人口構造の変化によって将来の

財政収支がそのように影響を受けるかについて

検討を行うこととする。

  さて，これまで述べたような手続きに従っ

て，各年齢階級毎に，１年間にどれだけ政府に

支払を行い，どれだけ政府から受け取っている

かがわかれば，この構造が維持されるとして年

齢階級の構成の変化に応じて，政府の受取及び

支払の額の変化を計算できる。

Ⅳ．一般政府の概観

Ⅵ－１　中央政府と地方政府

  ここでは，高齢化財政の垂直的問題を取り扱

うために，一般政府を部門別に分ける必要があ

る。ここでは，一般政府を包括的に取り扱った

統計として，『国民経済計算』のデータと基準

に従うものとする。

  国民経済計算での，一般政府の経常取引及び

資本取引４によれば，一般政府は，中央政府，地

方政府，社会保障基金の３主体に分類されてい

る。

  この資料からわかることは，「国で集めて地

方で払う」という構造となっていることである。

例えば，税収面でいえば，直間税収の60％超を

国が占めているが，国から地方への経常移転に

より，最終消費支出ベースでは76％が地方に

よって占められている。これにより，歳入・歳

出変化が中央・地方政府に及ぼす影響は異なっ

てくることが考えられる。
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表１　一般政府の部門別経常取引及び資本取引
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表２　国と地方の割合比較（経常受払ベース）

Ⅳ－２　直接税と間接税

  国と地方で大きく異なることは，例えば直接

税と間接税の比率についてもいえる。

  表３を見ると，国税体系は，国民経済計算，

租税統計ともに直接税中心の体系であるのに対

して，地方税は間接税の占めるウェイトが高い

ことがわかる。今後，人口構造の高齢化が進行

して，勤労所得税中心の直接税収に限界が懸念

される中で間接税あるいは間接税的な収入のウ

ェイトの違いは，中央政府と地方政府の歳入の

違いとなって表れてくるであろう。

  国民経済計算で間接税比率が高いのは，民間

部門が生産消費等を通じて支払うあらゆる意味

での強制的拠出を「間接税」と定義しているた

めである。これに対して，租税統計上は納税者

と負担者が同一か否かということである。しか

し，間接税のもっとも大きなポイントは，その

負担が最終購入者へ転嫁されるというものであ

る。本推計では，間接税と分類されているもの

のうち，事業税と固定資産税は特別な取り扱い

をし，それ以外は消費支出基準で分配している。

表３　直間比率の比較
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Ⅳ－３　社会保障基金

  国民経済計算では，一般政府は中央政府と地

方政府，そして社会保障基金に分類されている。

社会保障基金は，国の会計上も保険会計として

特別会計で区別されている。また，地方の会計

においても事業会計として区別されている。

  さてこの社会保障基金は，大きくは年金と医

療からなる。基本的には租税とは別の独自の保

険料収入を持っているが，このほかに国や地方

からの移転（繰入金）を受けている。平成５年

度では，社会保障給付と積立金の積増等で69兆

円の支払に対して，保険料収入は46兆円程度で

あり，中央及び地方政府から13兆円あまりの移

転を受けている。今後，高齢化の進展により社

会保障の給付が増大するいっぽうで，社会保険

料の収入はその増加が期待できない。なお，社

会保障基金は国民経済計算上区分されている主

体にすぎないため，最終的には中央及び地方

が，その資金不足分の移転（繰入）をすること

が必要となってくる。

Ⅴ．推計上の方針

Ⅴ－１　最終消費支出の方針

  政府の最終消費支出の内訳は，総額では示さ

れているものの，その中央政府と地方政府の内

訳が不明である。そこで，平成５年の予算の資

料をもとに国・地方を通じた目的別の純計歳出

規模に従って，項目別に按分した。

  なお，按分の結果，中央政府と地方政府の消

費支出総額と過不足が生ずる場合は，防衛費以

外の項目を同率で増減させて補正した。

表４　政府消費の内訳および中央・地方政府の按分
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Ⅴ－２　政府間移転の計算方針

Ⅴ－２－１　移転内訳の推計

  中央，地方政府間および社会保障基金との間

で，独自の財源ほかに，資金のやりとりが行わ

れている。中央政府から地方政府への移転と，

中央・地方両政府から社会保障基金への移転で

ある。

  そこで，国民経済計算及び財政統計を使っ

て，どの主体からどの主体にそれぞれいくらの

移転があるかについて推計した。

図４　一般政府部内での資金の移転

表５　一般政府内の移転内訳推計

Ⅴ－２－２　中央政府から地方政府への移転

  中央政府から地方政府への移転は，地方贈与

税，地方交付税，国庫支出金等からなる。現行

の制度では，地方贈与税は国税収入の一定割合

で計算することとなるが，主として道路整備等

に使うことが指定されるので経常受取項目から

は除外される。地方交付税は，所得税，法人税

および酒税の税収の32％，消費税収の24％，た

ばこ税（国税）の25％である。従って，将来推

計としては，国民経済計算の国税（直接税及び

間接税）収入の一定割合とすることとした。

  一方，国庫支出金は，国が地方公共団体に対

して特定の行政を執行する財源に充てるために

支出するもので，(1)国庫負担金，(2)国庫補

心
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助金，(3)国庫委託金等がある。地方財政白書

によれは，国庫支出金の合計は13兆6,409億円

であるが，これには公共投資の支出金も含まれ

ているので，このうち経常的な支出に関する移

転を分類する必要がある。先に示したとおり，

国民経済計算での経常的な中央政府からから地

方政府への移転は，全部で24兆7,357億円と推

計されるから，ここから地方交付税15兆4,351

億円を差し引いた，9兆2,148兆円が国庫支出

金の経常経費分と推定される。そこで，将来推

計にあたっては，地方政府の全支払のうち，他

の一般政府（中央政府および社会保障基金）に

対する移転を除いた地方政府の経常歳出経費の

一定割合とした。計算の結果，国庫補助金のう

ち経常的な移転に相当するものは，20％である

ことがわかった。

  この結果，推計上ある年度での中央政府から

地方政府への経常移転の金額は，国税収入の一

定割合と，地方政府の経常政策の歳出の一定割

合となる。

Ⅴ－２－３　地方政府から中央政府への移転

  地方政府から中央政府への移転は，国の一般

会計で実施している直轄事業の地方公共団体負

担金415億2,397万円とした。将来推計にあたっ

ては，中央政府の他の一般政府への移転を除

く，経常支払の一定割合とした。

3.6％とした。

  なお，逆に社会保障基金から中央政府・地方

政府への移転は，それぞれ中央政府・地方政府

の経常支払のうち移転を除く支払に対する比率

とした。

  さて，将来，国または地方からの社会保障基

金への移転が必要な額は，基本的には社会保障

基金の保険料等では不足する部分全てになる。

本稿では，例えば国民年金給付費の１／３を国

庫負担するなど，「現在の制度で移転」される

部分（基本的移転）を最初に計算し，そのもと

で高齢化により社会保障基金と資金不足となる

分を計算し，今後の移転制度の改正が必要とさ

れる分（追加的移転）を計算した。

Ⅴ－３　世代間の配分

Ⅴ－３－１　配分基準

  最後に，実際に政府の受取及び支払の各項目

を年齢階級別の世代間に分配する場合の基準に

ついて説明する。ここでは，『家計調査』および

『全国消費実態調査』の結果を中心に，表６に

示すように，各項日毎にその負担または受益の

指標としてふさわしいと考えられる基準で分配

している。

Ⅴ－３－２　勤労者データの修正

  『家計調査』や『全国消費実態調査』で，所

得や税金等のデータが明らかになるサンプルは

勤労者世帯である。しかし，高齢者世帯につい

ては，全世帯に占める勤労者世帯の割合が小さ

いため，この世帯を持って65歳以上の世帯を代

表させると，バイアスを持ったデータとなる。

このため，勤労所得税や社会保険料負担につい

ては，1990年の国勢調査をもとにした年齢階級

別就業率を掛け合わせてデータを補正した。す

なわち，

修正勤労所得税負担＝

              勤労世帯の所得税負担×就業率

とした。

Ⅴ－２－４　社会保障基金への移転

  社会保障給付に関わる国庫負担・地方負担は

現行制度よび諸資料から以下のように仮定した。

まず，国から社会保障基金への移転のうち，医

療，年金への移転がほぼ半々となっている。

いっぽう，地方からの移転は，医療が４割，年

金が６割とみなされる。そこでこの基準に従

い，将来の国からの移転の計算は，医療部門へ

の移転は，医療給付支出の19.2％，年金部門へ

の移転は年金給付支出の25.3％，その他の部門

は給付額の10.2％とした。一方，地方から医療

部門への移転は医療給付支出の4.3％，また地

方から年金部門への移転は，年金給付支出の
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表６　基本的項目の按分基準

図５　国勢調査による年齢階級別就業率
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Ⅴ－３－３　その他の分布

  資産保有については，まずグロスの金融資産

と金融負債の額から年齢階級別に金融純資産額

を算出した。金融資産のほかに家計が保有する

重要な資産としては，住宅土地資産があるが，

このデータは平成５年『家計調査』からは得ら

れないので，平成元年『全国消費実態調査』の

年齢階級別の保有住宅土地資産（居住用外も含

む）についてのデータを使用した。このため，

先にあげた金融資産についても『全国消費実態

調査』のデータを利用した。ただし，利用した

データは実額ではなく，分布の形状だけである。

なお，金融資産に限っていえば，『家計調査』の

代わりに同年度の『貯蓄動向調査』が利用でき

るが，住宅土地資産との整合性をはかるため

『全国消費実態調査』によった。

５   法人税の負担がどのように転嫁され帰着されるかについてはこれまで多くの議論と研究があるが，ここで

   はＭusgraveの研究にならった。Ｍusgrave［1974］では，法税の転嫁について所得階級別に100％資本（配当）

   に転嫁されるケースと，100％消費者に転嫁されるケースで比較して分析しているが高額所得者を除く階級に

   ついてはどちらの仮定を採用しても，結果に大きな違いはなかった。
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Ⅵ．人口構造および割引率の仮定

  高齢化の試算の前提となる人口構成について

は，厚生省人口問題研究所の『日本の将来推計

人口』（1992）のうち，中位推計を使用した。拠

出，受給の計測単位は年齢階級別の個人が望ま

しいが，『家計調査』や『全国消費実態調査』の

推計資料が世帯単位であるために，人口推計を

世帯単位に変換した。1993年の年齢階級別世帯

形成率（２人以上の普通世帯数÷その年齢階級

の人口数）に従って，人口数の変化に併せて将

来の年齢階級別世帯数を推計した。

  なお，厚生省からは今後の世帯形成率の変化

なども勘案した世帯数の推計も発表されている

が，ここで使っている世帯数は便宜的な単位で

あって，人口数の変化が重要であるので，「世

帯数推計」によらず人口数の変化に依拠した前

記の方法に従った６。

  いっぽう，将来の計数を算出するにあたって

は，これまでのような高度成長は期待できない

ため，成長率と割引率が等しいと仮定した。す

なわち，負担や受益の金額は成長率に従って増

加するが，割引率と等しいスピードでしか増加

しないとした。

Ⅶ．中央政府の財政収支

  さて，これまで述べたような前提に従って，

今後の政府の収支を試算した。期間は1995年か

ら2045年までの50年間が５年おき，その後2095

年までが10年おきとした。

Ⅶ－１　収支の概要

  これまで述べてきたような推計や仮定に従っ

て，人口構造の変化によってもたらされる中央

政府の収支の推移を以下に示した。収入は高齢

化や人口数の減少に伴い減少するが，支出の方

も主に人口数の減少に従って低下してくる。し

かし，支出の減少よりも収入の減少の方が大き

いため，今後，毎年数兆円程度の資金不足が発

生する。

  この資金不足を増税によらず，全て国債発行

によってまかなったとすると，今後100年あま

りのうちに政府負債の残高は単純計算で，700

兆近くの水準にまで達することになる。なお，

ここでは，初期時点の政府資産として，1993年

末の中央政府の金融資産－金融負債によって求

められた中央政府の負債ポジションである，

－159.8兆円からスタートするものとした。

6   すなわち，ある年齢階級に負わされる負担は，もともとある年齢階級全員に課せられているので，２人世帯

   から１人世帯になったからといって，課されないことにはならない。従って，人口構造の変化（高齢化）の

   ポイントは，世帯数の変化よりも人口比率の変化にある。



世代会計への地方財政への応用

- 16 -

表７　政府資産の内容

図６　中央政府の収支の概要

Ⅶ－２　要因分析

  次に，収入の内訳についてみてみよう。以下

には，中央政府の経常受払による収入の内容を

示してある。直接税（＝多くは所得基準）も間

接税（＝多くは消費基準）も，40歳代後半から

50歳代前半にかけてがピークになっているた

め，直接税，間接税ともに全体人口の変化だけ

でなく高齢化の影響も受けて減少する。

表８　収入内訳の推移
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  経常受取の変化のうち，(1)人口全体が増減

する要素と(2)人口構造の変化＝高齢化の進展

による要素を見るために，図７を示す。経常受

取の大まかな変化はとしては，全体人口の動き

と似ているが，税負担を中心的に担っている世

代（ここでは50歳～54歳をとった）の増減によ

り影響を受けている。すなわち，50歳～54歳世

代の増減と共に，全体人口の変化と経常受取の

変化が近寄ったり乖離したりしている。

図７　経常受取の変化の高齢化要因と全体人口要因

  中央政府の支払の主要項目は，社会保障基金

への移転，地方政府への移転，中央政府プロ

パーの消費支出である。このうち，高齢化に

よって確実に増大するのは，社会保障支出であ

る。図８には，1995年の支出水準を100とした

場合，支払額の推移が示されている。2015年ま

では高齢化と人口増加の両側面から社会保障基

金および地方政府への移転が増大する。2015年

を過ぎると人口は減少による国税の減少に従っ

て地方政府への移転は徐々に減少する。しかし

社会保障基金への移転は，人口減少よりも高齢

化の影響が強く残り，その後も高水準が続くこ

とになる。
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図８　社会保障基金と地方政府への移転水準の推移

Ⅷ．地方政府の財政収支

Ⅷ－１　収支の概要

  以下では，地方政府の財政収支の推移を見て

みる。地方政府は，中央政府とは異なり，経常

受払については当面受取超過となる。

  ただし，この推計は経常受払いだけを問題と

しているので，資本調達勘定まで含めた総合的

な赤字，黒字はこれだけから判断できない。

従って，この結果は経常受払いのトレンドとし

ての上下の動きをシミュレートしていると解釈

するべきである。

  地方政府も2040年過ぎから経常受払の支払超

過になる。しかし，中央政府と地方政府では財

政規模が異なるため，この資金収支額を直接に

比較することができない。そこで，毎年の資金

収支の経常受取額に占める割合を比較した。

表９　毎年の資金収支の経常受取に対する比率

地方政府では，中央政府に比べて赤字額の財 政規模に占める割合は，比較的低いが，2075年
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億円の中での特例公債は2兆8,511億円で４％

あまりである。建設国債は9兆7,469億円であ

る。

以降は財政規模の10％と中央政府の規模に近づ

きつつある。

  参考までに，国の平成７年度予算70兆9,871

図９　地方政府の収支の概要

  図10には，地方政府と中央政府の受払の比較

が示されている。受取（収入）は中央政府，地

方政府とも2015年前後まで増加した後に減少す

るパターンを示しているが，中央政府は地方政

府と比較して人口の増加にも関わらず，受取の

伸びが低い。これは直接税体系依存型のためで

あると考えられる。一方で支払（支出）は，国

で非常に大きくのびている。これは，国から社

会保障基金への移転が大きく，高齢者増加の影

響を強く受けるものと考えられる。

  このような推移状況のため，地方政府は受払

いともに大きく変動するものの，両者が並行的

な動きを示すため，比較的収支の乖離が小さい。
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図10　中央政府と地方政府の受取・支払比較

Ⅷ－２　収入の内訳

  表10には地方政府の経常受取の推移とその内

訳が示してある。本推計による地方政府の経常

受取のうち，中央政府からの移転の占める割合

は40％であるが，これは国の収入の増減の影響

表10　推計された受取に占める中央政府からの移転の場合

一般政府部内の移転は，ほとんどが社会保障基

金への移転であるので，人口高齢化の影響を受

ける。しかし，全歳出に占める社会保障基金へ

の移転のウェイトも，中央政府の支払のケース

と比べるとはるかに小さいので，支出は安定的

に推移する。

  一方，教育費支出は，若年人口の減少に従っ

て減少するが，地方政府の支出のウェイトは中

を受ける。しかし，最終的には40％の水準が維

持される。従って，地方政府の受取については

人口「数」の変化の影響が強く，人口高齢化と

いう質的変化の影響は小さい。

Ⅷ－３　支払の内訳

　そして，表11に地方政府の支払の内訳推移を

示す。支払のうち最も大きなウェイトを占める

ものは一般消費支出である。一般消費支出は人

口数の増減に大きく影響を受けるが，このうち

社会保障関連支出は人口高齢化の影響を受ける。

しかし，一般消費支出のうち，社会保障関連支

出のウェイトは「現在では」低い。このほか，
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央政府に比べて大きいために高齢化の進興に伴

う歳出膨張にブレーキをかける役割を果たすこ

とになる７。

表11一般消費支出の分野別内訳（中央・地方）

Ⅸ．社会保障基金の財政収支

Ⅸ－１　制度改正前のままでの財政収支

Ⅸ－１－１　推計の基本的考え方

  社会保障基金は大きく分けて「年金」，「医

療」，「その他（失業，労災等）」に分けられる。

人口構造の高齢化により一番大きく影響を受け

るのは年金部門である。年金医療も高齢者の老

人保健のための支出に増大により増加すること

が予想されるが，年金給付ほど高齢者に限定的

７   ここでは，若年者一人当たりの教育費は一定のままで，人口減少により教育費支出が減少すると仮定してい

   る。これに対し，今後労働者の数的減少を補うため，質的により濃密な教育をする場合にはこの限りではな

   い。
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に給付されていないので，その影響はマイルド

である。

  さて，このうち年金給付については，平成６

（1994）年に５年おきに行われる年金の財政再

計算が行われ，保険料および給付についての大

幅な制度改革が行われた。本稿では，改革の効

果を知るために改革前の状況を一度シミュレー

図11　改正前の全体収支

トした後に，年金改革の効果を考慮したシミュ

レートを別途行った。

Ⅸ－１－２　改正前の全体収支

  年金制度の改正前では，年金給付および医療

費給付の増加により，社会保障基金全体として

は赤字になる。

年度の資金収支が赤字化することはなく，制度

は維持できると考えられる。

Ⅸ－１－３　年金収支の予想

  改正前では年金部門の収支は，しばらくは人

口数の増大に従って収入，支出ともに増加する

が，高齢化の進行に従って年金を受給する世代

の比率が増加するため，2020年～2035年にかけ

て，年金収入が減少するにもかかわらず，支払

は依然として増加することで，年金収支は単年

度で赤字化し，年金積立金も急速に減少する。

制度としては積立金を保有しているので，2045

年前後まで積立金が存在するため，そこまでは

制度が維持できると考えられる。

  いっぽう，年金制度の改正計画によって，①

保険料の引き上げ，②60歳代前半の年金給付開

始年齢の段階的引き上げ，③年金改定額のネッ

トスライド制度導入等が実行された場合は，単
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図12　改正前の年金収支

図13　改正後の予想年金収支

Ⅸ－１－４　医療保険制度の収支

  医療保険制度の支払も高齢化により，老人保

健制度による老人医療費給付の増加により影響

を受け増大する。この一方で，基金に支払われ

る保険料は，原則として勤労世代の所得を基準

として徴収されているため，収入の方も高齢化

により減少する。この傾向は，例えば，保険料

負担世代の40歳代後半から50歳代前半の世代が

急激に減少する2040年代で資金不足が最大化し

ている。
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図14　医療保険の収支

Ⅹ．中央，地方政府の財政収支再論

Ⅹ－１　社会保障経費を誰が負担するか

  年金の改革により，社会保障基金のうち年金

部門は資金収支が維持できそうである。一方，

医療保険部門は，今後高齢化に従って，資金不

足が予想される。医療保険部門におけるシミュ

レーションでの資金不足は，赤字として示され

ているが，これは最終的には誰かによって負担

されなければならない資金である。

  そこで，医療保険部門における資金不足分

を，国庫または地方負担によって填補するとし

た。ここでは，現行の資金移転に占める割合に

従って，要填補資金10 0について，中央政府

85％，地方政府15％の割合で移転されるとした。

表12　医療保険の赤字への填補

  この条件に従って一般会計から填補を行う

と，地方政府の毎年の資金収支は以下のように

なる。
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図15　医療保険の資金不足分填補による地方財政の資金収支比較

  グラフの結果に従えば，医療保険制度の赤字

分の填補により，資金収支がマイナスに転じる

時期がおよそ５年早まることになる。

Ⅹ－２　新ゴールドプラン

  高齢化によって，地方財政に影響を及ぼす

ファクターは社会保険だけでなく直接的な高齢

者対策費用もある。そのうち政策的にも注目を

集めているのが新ゴールドプラン（高齢者保健

福祉推進十か年戦略）である。これは平成11年

（2000年）を目標に行われる

  厚生省は，新ゴールドプランを実施するため

には，５年間に国費ベースで２兆5,000億円，

地方負担分も合わせると５兆2,500億円の事業

費（現在価格）が新たに必要としている。従っ

て，地方政府として必要な資金は2兆7,500億

円であることになる。そこで，この2兆7,500

億円を単純に５年で割ると年間550億円となる。

この550億円で介護ヘルパー等の人的システム

の整備や老人福祉施設等のハード面での整備が

行われる。借入れや公債で調達しないとする

と，税収で調達しなければならないので，経常

受払いの範囲から捻出しなければならない。そ

こで，上で述べた，医療保険に対する移転支出

にプラスして，新ゴールドプランに関する支出

も収支の計算に加えた。

  なお，新ゴールドプランは2000年までである

が，その後高齢化のピークが続く2045年まで整

備が続くとした。2045年よりも先は，かなり恣

意的であるが，ハード面での整備が一段落する

と仮定し，システムを維持するための人件費や

補助金などの経常的な支出がその半分の金額で

続くと仮定した。

  以上の前提に従ったシミュレーション結果

は，以下の通りである８。

８    なお，一説によれば，新ゴールドプランのための支出は，今後年間で数兆円まで増加するとの見方もある。
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図16　新ゴールドプランを加味した場合の地方財政収支

  この結果に従えば，地方財政の経常受払いが

資金不足に達するのは10年以上早まることにな

る 。

ⅩⅠ．高齢化に対応した税制の変更

ⅩⅠ　所得課税から支出課税へ

ⅩⅠ－１－１　消費税の増税

  以下では，高齢化社会の到来に向けての税制

の問題について，若干の検討を行う。まずはじ

めに，国税としての消費税の増税予定について

検討する。1994年11月の国会において，以下の

税制改革案が決まっている。

表13　税制改革案
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  ここでは，消費税５％の引き上げとその20％（税率にして１％相当分）を地方消費税として譲渡し消費贈与税

を廃止するケースについてその効果を計算した。

表14　消費税の増税によるシミュレーション
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図17　消費税５％の場合の中央政府の収支

  図17には，基本的な推計に続いて，年金改革

後の社会保障基金の資金不足（主として医療保

険部門による）への填補，そして新ゴールドプ

ランの国庫負担分を加味し資金不足のシミュ

レーションが示されている。

  それに加えてここでは，先に述べたような消

費税引き上げの効果について考慮した推計結果

を示した。1997年に予定通り消費税率が３％→

５％に引き上げられたものとすると，2000年ま

では，消費税引き上げにより現行制度よりも収

支は好転する。しかし，５％のままでは，2005

年までの間にやはり資金不足となる。消費税率

の５％への引き上げだけでは，資金収支悪化パ

ターンが５年～７年間先送りになるに過ぎない。

　そこで以下では，各年の医療保険，新ゴール

ドプランを考慮した上での資金収支の赤字が，

消費税収だけで毎年丁度バランスするような消

費税率を逆算した。

  求める消費税率をτとすると，

（毎年の資金不足額）＋（３％の場合の消費税収）－（地方消費贈与税のカット分）

                                              ＝（３％の場合の消費税収）÷３×τ×0.8

によって求められる。0.8をかけるのは20％が

地方消費税となるためである。
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図18　国の資金収支を丁度バランスさせるのに十分な消費税率

ⅩⅠ－１－２　地方消費税

  ここでは，消費税率引き上げに伴い導入され

た地方贈与税の地方財政に及ぼす影響につい

て，これまでの世代会計の結果を基本にしなが

ら検討する。

  まずはじめに，1997年から予定されている，

消費税（国税）の税率５％引き上げとこれに伴

う措置について検討する。消費税５％のうち

１％分は地方消費税となっているので，国の消

費税収のうち20％を地方消費税収入としてカウ

ントした。これに併せて，地方への消費贈与税

の削減を考慮に入れた。将来の地方消費贈与税

は，中央政府の消費税収とパラレルに決まるも

のとした９。

  ところで，前節では中央政府の経常受払いの

収支が丁度バランスするような消費税率を逆算

した。ここではそれに対応して，国税の税収の

増加に従ってその税収の20％を地方消費税とし

て歳入にカウントすることが出来ると仮定し

て，試算を行った。この場合も地方消費贈与税

の廃止を考慮に入れている。

  以上の前提に従って行った試算の結果は，図

19に示されている。

9   なお，本稿のここまでの計算では地方贈与税は，主として道路の整備の財源等に充てられるため，資本勘定

  で取り扱うとして，経常受払いでは取り扱わなかった。しかし，地方消費贈与税廃止による資本勘定の不足

  分を借入れか地方債でまかなわないとすれば，経常勘定からの資本調達（＝貯蓄）でまかなう必要があるた

  め，収入の増加が求められる項目である。
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図19　地方消費税の試算結果

  消費税５％にともなう地方消費税導入は，同

時に地方消費贈与税がカットされるが，差引で

の収支の改善おおきい。このため，収支が資金

が資金不足となる年限は10年間ほど先送りされ

る。

  一方，もし仮に図18に示したように，国の消

費税が完全に国の経常受払いの収支がバランス

するようにスライドする場合には，地方財政の

収支は（贈与税のカットを考慮しても）大幅に

改善し，収支がマイナスとなる年限は地方消費

税がない場合の25年後，地方消費税１％導入の

場合の15年後まで延期される。この後の資金不

足はそれまでの資金余剰でカバーできるので，

もし財政調整基金のようなものが出来れば，資

金不足時も増税は不要になる。

ⅩⅡ．まとめ

ⅩⅡ　本研究の結果

  本研究では，財政収支に関わりを持つ様々な

要素のうち，人口ファクターの変化がどのよう

な影響を及ぼすかについて，主に地方財政当局

の資金収支について検討を行った。冒頭にも述

べたとおり，世代会計の原義からすると，「財

政赤字」を政策的に議論するために本当に重要

な指標は，各個人のライフタイムでの純移転額

であって，財政収支はナンセンスな指標である

ということになる。しかし，ここでは財政当局

の政策遂行上，各年の資金収支に及ぼす影響を

知っておくのは無意味なことではないという観

点に立って推計を行った。本研究で得られたい

くつかの結果を要約すると以下の通りとなる。

（1） 高齢化の影響は地方政府より中央政府の

方が大きい。これは，中央政府は歳出に，高齢

化の影響を強く受ける社会保障基金への移転が

占める割合が地方政府よりも高いこと，逆に若

年人口の減少によって歳出が減少する可能性の

ある教育費の占めるウェイトが小さいことがあ

げられる。なお，人口数全体の動きと共に租税

・社会保険負担世代の動向も財政収支に影響を
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与える。

（2） 社会保障基金は，年金改革のプランが順

調に実行されれば，年金部門の会計的な破綻の

危機は避けられる。一方，医療保険部門は資金

不足が予想される，このため保険料引き上げ

か，中央政府や地方政府からの移転（繰入れ）

が必要となる。

（3） 地方政府は当面は，高齢化の影響はマイ

ルドであるが，中央政府から移転（地方交付税

等）を受けているので，地方政府は中央政府の

収支動向と全く無縁とは言えない。また，2035

年以降でほ地方政府も資金不足が懸念される。

（4） 消費税の５％化は（これと引き換えの減

税がなければ）中央政府の収支を今後10年ほど

改善する。ただし，新ゴールドプランをさらに

充実させ継続させるためには，新たな財源が必

要になる。いっぽう，消費税５％化により地方

政府は地方贈与税が廃止されることとなるが，

ネットの減収は小さい。今後，高齢化社会を控

え消費基準の課税ベースを確保することは必要

である。

（5） 一つの試算として，今後の中央政府の諸

政策をまかない，資金不足が生じないように消

費税率を引き上げると地方消費税も含んだグロ

スの税率は最高で10％程度となる。この場合，

自動的に地方消費税も税収が伸びるため，地方

政府の資金収支を20年前後改善する。

と密接な関係を持っていると理論的には考えら

れるが，所得税収が果たして人口比率と100％

パラレルに決まるかという問題は統計的にも確

認される必要がある。このことは，特に高齢者

関連支出の問題に顕著で，将来，高齢化率が２

倍になれば，現在の２倍以上以上の高齢者関連

支出が必要になるとも言われている。

  また，本稿では例えば年金改革がプラン通り

実施され，消費税率が10％前後まで引き上げら

れれば，財政当局の資金不足は解消されるとの

結果が得られているが，果たして国民がこのよ

うな高率の租税・社会保障負担に耐えられるか

という問題もある。これらの政策が全て実施さ

れれば，国民負担率は50％を越えるであろう。

  また，地方財政の本源的な問題は，冒頭にも

述べた垂直的問題であるともいえる。地方財政

全体では資金収支が黒字でも各自治体では差異

があるからである。また地方財政全体が資金不

足となるような状況の下では，これまでの中央

政府を通じて行われてきた比較的財政に余裕の

ある地域から不足する地域への財源の再配分の

制度も機能しにくくなる。

  最後に，本研究では原則として経常受払いの

みを計測の対象としてきたが，財政当局の資金

収支の問題を考えるならば，投資（固定資本形

成）の問題もまた重要である。

ⅩⅡ－２　今後の課題

  最後に，本推計の技術的問題点等についてふ

れておきたい。まず，本推計では財政当局で把

握されている勘定に基づき，現在の純負担を一

定の基準に従って年齢階級別に分配し，その人

口の変化に応じて将来の財政収支が変わるとい

う手法を用いている。しかし，年金受給の頭数

などとは異なって，例えば資本課税として法人

税を負担している世代の数が増えたからといっ

て法人税がそのまま増えるとは考えにくい。逆

に高齢化が進み資本蓄積が阻害されれば，逆の

結果もあり得る。

  一方，所得税などは若年勤労世代人口の増減
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